
 

 

 

 
2025 年８月 13 日 

各 位     

会社名 株式会社フレクト 

代表者名 代表取締役ＣＥＯ     黒川 幸治 

（コード番号：4414 東証グロース） 

 

2026 年 3月期第 1四半期決算説明会 

動画、書き起こし記事公開のお知らせ 

 
 2026 年 8 月 8 日に開催しました「2026 年 3 月期第 1 四半期 決算説明会」につきまして、当日

の動画、書き起こし記事を公開しましたので、お知らせいたします。 

 2026 年 3 月期第 1 四半期の決算の概要や、直近のトピックス、今後の成長戦略等についてのご説

明や質疑応答について書き起こしております。是非、ご覧ください。 

 

記 

【開催日時】 

2025 年 8 月 8 日（金）13:00～14:00 

【開催方法】 

「Zoom」を利用したウェビナー配信 

【スピーカー】 

代表取締役 CEO 黒川幸治 

【動画リンク先】 

URL：https://youtu.be/g3hxp9-3keU 

※YouTube“フレクト IR チャンネル”にページ遷移します。 

 

以上 

 

 

【IR に関するお問い合わせ】 

Mail: ir@flect.co.jp 

 

【IR情報】 

IR メール配信の登録：https://www.flect.co.jp/ir/support/mail/ 

IR 情報-TOP：https://www.flect.co.jp/ir/ 

IR 情報-よくある質問： https://www.flect.co.jp/ir/investor/faq/ 

IR 情報-用語集：https://www.flect.co.jp/ir/investor/glossary/ 
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mailto:ir@flect.co.jp
https://www.flect.co.jp/ir/support/mail/
https://www.flect.co.jp/ir/
https://www.flect.co.jp/ir/investor/faq/
https://www.flect.co.jp/ir/investor/glossary/


 

 

 

 

 

 

 

株式会社フレクト 

２０２６年３月期 第１四半期決算説明会 

202５年８月８日 １３：００-14:00 

 

【スピーカー】 

代表取締役 CEO 黒川幸治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

黒川：それでは早速ですが、26年 3月期、1Qの決算サマリーをご説明させていただきます。 

まず 1番目、1Qの業績は前年比で減少となりまして、売上高は 18億900万円、前年同期比 5%

減、営業利益は 1 億 1,700 万円、前年同期比 34%減、当期純利益は 7,100 万円、前年同期比

32%減となりました。ただし、提案体制強化の効果が想定より早く顕在化しておりまして、2Q 以

降の業績拡大を見込んでおります。成長に向けた提案体制の強化および新卒採用の加速に伴う販

管費の増加は、売上拡大および 10月以降の新卒戦力化によってカバーする計画となっております。 

続いて 2 番目、上場以降で過去最高の新規顧客を獲得いたしました。大手企業の四半期の契約顧

客数は57社、前年同期比で 11社増と大幅に増加しております。一方で、新規顧客がスモールスタ

ートの傾向にあることや、既存顧客に対する提案体制強化の効果巻き取りが 2Q 以降に見込まれ

ていることから、大手企業の顧客当たりの四半期の平均売上高（ARPA）は2,970万円、前年同期

比で 620万円減となりました。 

3番目、エンジニア等従業員数、こちらは人材売手市場においても前年同期比で78人増、25年3

月比では 43人増として 402人となりました。26年 3月期末は 424人、65人の純増を計画し

ておりまして、引き続き採用活動に注力してまいります。 

最後に 4 番目、26 年 3 月期の通期の業績予想について、2Q 以降の業績拡大を見込んでいるこ

とから据置きとしております。具体的な数字は、売上高は 96億、前年同期比 20%増、営業利益は

14億 2,900万円、前年同期比 31%増、当期純利益は 8億 6,300万円、前年同期比 19%増と

なります。 



 

 

26年 3月期、1Qにおけるトピックスのご説明です。 

まず、パナソニック株式会社エレクトリックワークス社の事例です。顧客情報を一元管理する、建設

業顧客データベースの開発を支援しました。本システムは、API連携基盤にMuleSoftを活用する

ことで、グループ各社に導入されたCRM間のデータ連携を効率的に実現しています。これにより、

エレクトリックワークス社の目指す、顧客接点の強化を通じた顧客 LTV（生涯価値）の最大化を可能

としました。 

次に右側、厚生労働省の事例です。広域災害・緊急医療情報システム、EMIS に関するシステムの主

要機能の開発を受託いたしました。災害時、医療対応の要となるシステムで、Salesforce および

MuleSoftを活用して開発しております。 

 

 

 



 

 

続いて、外務省の事例です。令和 7 年在外給付システムの設計・開発一式業務を受託しました。在

外職員向けの給付システムとなり、これまで当社で培ってきたシステム構築・クラウド活用の知見を

生かして、今後も国や行政サービスの基盤強化に貢献してまいります。 

次は、中小企業基盤整備機構の事例となります。中小企業向けのデジタル化支援ポータルサイト、

デジ with の開発支援および運用保守業務を受託しました。こちらは、Salesforce、

Agentforce、Data Cloud 等を組み合わせて構築します。今回の開発では、サービスのさらな

る利便性向上と、支援機関や職員の業務効率化を目的とした新機能の実装および既存機能の強化

を行ってまいります。 

 

 

 



 

 

次に、IT ネットワーク機器の保守サービスを行われているエスエーティの事例です。こちらは

Agentforceと Data Cloudを活用することで、エスエーティの保守業務効率化を支援しました。 

過去の IT 機器の障害対応における作業履歴から、類似事例を Agentforce が提示することで、

膨大なデータの中から必要な情報を探し出す手間を省き、迅速かつ的確な対応を実現し、かつ応答

時間の短縮、対応品質の均一化につなげて、顧客体験の向上を実現しました。 

また、このたび当社初となる東京本社以外の拠点として、大阪支店を開設しました。関西エリアは、

Salesforce Japan においても注力エリアの一つとなっており、ビジネス連携を推進してまいり

ます。 

 

 

 



 

 

続いて、受賞関連のトピックスです。まず、Salesforce Japan Partner Award 2025におい

て、Japan Partner of the Year-MuleSoft-を受賞しました。昨年度のMuleSoftビジネス

の実績、認定資格取得数、ナビゲーター取得数を総合的に評価いただき、4 年連続のアワード受賞

となっております。 

また、Oktaパートナーアワードとして、Service Delivery Partner of the Year Auth0を

受賞しました。本アワードでは、アイデンティティ管理ソリューション、Auth0 の導入支援において

の実績、技術力、専門性の高さをご評価いただきました。 

 

 

 

 



 

 

それでは、26年 3月期、1Qの売上高および売上総利益の業績推移をご説明いたします。 

冒頭申し上げました通り、売上高は 18億 900万円、前年同期比 5%減となりました。分社化した

Cariot サービスを除いた場合も、前年同期比で 0.8%の微減となります。ただし、提案体制強化

の効果が想定より早く顕在化しておりまして、パイプラインは着実に拡大しているため、2Q 以降の

業績拡大を見込んでおります。 

また、プロジェクト進捗は総じて健全な状況にありまして、売上総利益率は 44.9%、前年同期比で

1.3ポイントプラスと、高水準の利益率を維持しました。売上総利益額は 8億 1,200万円、前年同

期比で 2%減となりました。 

 

 

 



 

 

続けて、今期 1Qの営業利益および当期純利益の業績推移です。 

営業利益は 1億 1,700万円、前年同期比 34%減となりました。売上総利益が減少したことと、成

長に向けた提案体制の強化および新卒採用の加速に伴い、販管費が増加したことが背景となりま

す。2Q 以降の売上拡大により販管費の増加をカバーすること、新卒におきましては 10 月から戦

力化することで、増益を実現する計画となっております。 

伴いまして、当期純利益は 7,100万円、前年同期比 32%減となりました。 

 

 

 

 

 



 

 

今期 1Q の販管費ですが、6 億 9,400 万円、前年同期比 6%増となり、販管費率に関しましては

38%、前年同期比で 4.3 ポイントプラスとなりました。販管費の増加原因については、先ほどご説

明の通りとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

今期 1Q の業績進捗です。売上高進捗率は 18.8%、営業利益進捗率は 8.2%となりました。当社

事業は下期偏重の傾向があることと、過年度の実績を見ても、今回の進捗率でも目標達成が目指

せるものと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

続けて、今期 1Q 末時点の貸借対照表でございます。主な増減については、流動資産が 2 億

4,900万円の減少、流動負債が2億9,900万円減少しております。自己資本比率は70.9%と、

健全な財務基盤となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

続けて、KPIの推移をご説明いたします。 

今期 1Q の大手企業の四半期契約顧客数は、新規顧客を継続的に獲得した結果、57 社、前年同期

比で 11社増と大幅に増加しました。 

今期 1Qの大手企業のARPAについては、先ほど申し上げました通り、新規顧客がスモールスター

トの傾向にあることや、獲得した顧客の取引拡大が想定よりも緩やかとなっていることから、前年

比で 620万円減少し 2,970万円となりました。 

 

 

 

 

 



 

 

大手企業に絞った指標としまして、新規既存別の顧客数についてご説明いたします。 

過去最高の新規顧客数 7 社を獲得しまして、既存の大手企業の四半期契約顧客数も前年比で同様

に 7社増加し、50社となっております。既存大手企業の ARPAは前年比で 550万円減少しまし

て、3,240万円となっております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

同じく、大手企業に絞った売上高別の契約顧客数および四半期の売上高についてご説明します。 

四半期売上が 2,500万円以上の顧客数は、前年比で 1社減少して 18社となりました。四半期売

上が2,500万円以上の顧客からの売上合計は、前年比で1億2,800万円減少して13億2,600

万円となっております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

それでは、成長戦略のご説明になります。 

引き続き当社では、プライム上場を目標に据えた中長期成長計画を推進してまいります。大型アカ

ウントの創出、人材投資、研究開発投資の成長戦略を推進していくことで、27 年 3 月期の東証プ

ライム上場を目指してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

そして、具体的な施策として、マルチクラウドの強化・発展を推進していきます。既存顧客の ARPA

上昇に向けて、Salesforce のマルチクラウドでのアプリケーション開発に加え、MuleSoft であ

らゆるシステムをつなげる API連携や、Oktaであらゆるデジタルサービスの ID を統合する認証

プラットフォームの連携など、プラットフォームの連携開発も含めてクロスセルを推進していきます。 

そして、契約顧客数の増加に向けて、クラウドパートナーの開拓により商談、販売チャネルを拡大し

てまいります。 

 

 

 

 

 



 

 

拡大が見込まれる AI、データ基盤領域のワンストップソリューションも推進していきます。

Salesforceが展開する Agentforceの導入支援に特に注力してまいります。 

また、AI 活用効果の最大化に向けて、あらゆるシステムをつなげる API 連携プラットフォーム

MuleSoft、データを一元管理するデータ統合基盤 Data Cloud、これらを組み合わせてワンスト

ップでソリューションサービスを提供してまいります。 

 

 

 

 

 

 



 

 

AI データ基盤領域のワンストップソリューションを提供する当社の強みとしまして、当社は従前よ

り CRM・API 連携・データ統合による AI-Ready なシステム構築、そして研究開発や実際のプロ

ジェクトにおいての AI導入および活用を双方に手掛けてまいりました。 

AI-Ready なシステム構築と AI導入および活用、この両方の豊富な知見と実績を有するプレイヤ

ーは、マーケットにおいてもまだまだ貴重であると考えておりまして、AI 需要拡大の追い風を受け

て、さらなる成長加速を実現してまいります。 

 

 

 

 

 



 

 

クラウドエンジニア等の専門職従業員を中心とした組織拡大、こちらも冒頭お話しした通り、堅調に

成長しております。 

クラウドエンジニア等従業員数は、前年同期比で 78人増、25年3月末対比では 43人増加して、

今 1Q 末時点で 402 人となっております。また、マルチクラウドの資格取得、こちらも継続して推

進を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 



 

 

当社は高い採用基準を設けて、コンピュータ情報処理の基礎力が高い人材を見極めて採用を行っ

ております。経験者採用において、エントリーから入社に至る割合は約 50 人中 1 人となりまして、

優秀なエンジニアを厳選して採用を行っております。 

また、20年 4月から 25年 4月の新卒採用における理系出身者は 99%となり、院卒のみを採用

しております。採用数の上位 3 校は、1 位が東京大学大学院、2 位が九州大学大学院、3 位が京都

大学大学院となっております。なお 25 年 4 月の新卒採用は、42 人の理系院卒エンジニア職が入

社をしております。 

 

 

 

 

 



 

 

そして、定期的に社員のエンゲージメントスコアを集計、部門ごとにモニタリングを実施して、抽出

された課題から迅速に対策を講じる運用を継続して行っております。 

社員のコンディションや外部環境の変化に応じて、柔軟かつ機動的に施策を実行することで、社員

のエンゲージメントスコアは測定以来、上昇が続いておりまして、直近では同業界対比で 20 ポイン

ト、スコアが高い状態となっております。 

 

 

 

 

 

 



 

 

そして最後に、企業、産業や社会の課題を先端テクノロジーで解決することを目指して、まだ普及し

ていない先端テクノロジー、今後注目されうる分野について研究開発を継続して行ってまいります。 

具体的な分野は、OR（Operations Research）の技術を活用した業務自動化・最適化、また AI

によるリアルタイムボイスチェンジャーの音声に関する研究等を進めております。 

それでは、当社からのご説明は以上となります。ご清聴いただきありがとうございました。 

 

  



 

質疑応答 

 

質問者（Q）：提案体制強化による販管費増加というのは、今まで原価で計上していたエンジニアの

人件費が販管費に振り替わっているという意味でしょうか。どういうニュアンスか教えてください。 

 

黒川（A）：ご指摘の通りでございまして、具体的には、今までマネージャーという役割を担っていた

方が、どちらかというと現場デリバリー(開発)を中心に活動を行っていましたが、これですと原価

の方に費用がつきます。 

そのデリバリーが終わった後の、次の営業の施策というのが後手に回っていたというところがござ

いまして、このマネージャーを販管コストとして、組織マネジメントおよび営業体制、営業側の活動

ということを役割として明確に区切り、販管としてそのマネージャー、ラインマネジャー含めた、そう

した人たちのコストが販管費増加につながっている。こういうご理解をいただければと思います。 



 

 

質問者（Q）：大手顧客との事業拡大のためにどのような施策をとられているのでしょうか。 

 

黒川（A）：当社では、先ほどお話ししたマネージャー以外にも当然、専任としての営業がおります。 

さらに、プリセールスの活動をしているメンバーもおりまして、これらが単独で今まで活動をしてい

た、もしくは案件前で活動していたのですが、よりプロアクティブに営業活動を行っていくために、

いわゆるアカウントプランというものを作りまして、お客様からまだ来ていないお困りごとも、先ん

じてこちらから提案ができる商談を創出していける、そうした活動を、営業以外のプリセールスマ

ネージャーを含めたチームを組んで活動を行っている、これによって、既存顧客の深耕ということ

をやっていきたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

質問者（Q）：新規顧客が増加してきているが、これら企業の ARPA が引き上がってきた際、人的キ

ャパシティがネックになることはありますか。 

 

黒川（A）：  

新規のお客様の拡大に伴いまして、当然そこに対するプロジェクトチームを組成するにあたって、プ

ロジェクトマネージャーを中心としたメンバーでの構成が必要となります。当然新規のお客様が増

えるごとに、そうしたキャパシティを広げていくという活動は行っていく必要がございます。 

幸いにも採用は引き続き順調に進んでおりまして、当社はプロパー以外にも、ビジネスパートナー

様との協業で事業を行っておりますので、そうしたビジネスパートナー様との連携を行うことで、し

っかりこの新規のお客様増加には対応していきたいと考えております。 

かつ現場のオペレーションとしましても、目の前の商談、お客様に対してのみ対応するというよりも、

3 カ月先、6 カ月先を見越した読みを立てて、そこに対して組織をつくりに行くということをやって

おりますので、そういう意味では計画的な組織づくりということができていると思っています。 

ARPA を上げていくことが、より生産的なプロジェクトを回せることだと考えておりまして、新規の

お客様が増えても、一つ一つのプロジェクトの粒が小さいと、それだけプロジェクトのチームを多く

作らなければいけないので、そういう意味では ARPA を引き上げていくっていうことは、より組織

が効率的に生産性を高く活動ができるとお考えいただければと思います。 

 

  

 



 

質問者（Q）：既存大手顧客の ARPA が減少を続けているが、こちらがプラスに転じるタイミングは

いつ頃と考えておけばよろしいでしょうか。 

 

黒川（A）：  

ARPA に関しましては、計画は非開示とさせていただいておりまして、当然当社の方の中の計画と

しては数字を作らせていただいております。 

新規の顧客数は 5 月の決算説明会でも開示させていただきましたが、今期およそ 20 社から 30

社ほどを獲得しにいきたいと考えておりまして、1Qは既に7社獲得しておりますので、そういう意

味では 30社をしっかり目指しにいきたいと考えております。 

ARPA に関しましては、好転するところでいきますと、2Q、ここをしっかり好転として目指してい

きたいと考えておりまして、売上の拡大に伴って新規のお客様も増やしつつ、既存のお客様からの

獲得量も増やしていく。これを実現していきたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

質問者（Q）：大手新規顧客はスモールスタートとのことだが、これらの新規顧客の ARPA が

5,000万円を超えてくる可能性や、その時間軸について詳しく教えてください。 

 

黒川（A）：先ほどの回答と重複するところがありますが、ARPA の具体的な計画は開示を差し控え

ているところではございますが、5,000万円を超えてくる可能性でいきますと、少し今期内はまだ

難しいかなと思っていまして、その意味ですと、大体 4,000 万円ぐらいのところが、今期の見越し

ているアッパーかなと考えております。 

来期以降、しっかりその 5,000万円のラインっていうのは目指しにいきたいと思っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

質問者（Q）：既存顧客に対する提案活動の手応えはいかがでしょうか。 

 

黒川（A）：既存顧客の提案活動の手応えでございますが、着実に拡大、お客様の需要に対してお応

えができていると思っておりますので、その意味ですと、しっかり成果が出せると考えております。

市場という、その程度、具合にはよりますが、順調に推移はしております。 

 

 

 

 

  



 

 

質問者（Q）：社内における AI の活用強化による効率性、1 人当たりの処理量の増加はどの程度効

果があるのか。ARPA増加、貢献度合い、あと Snowflake Connect、MuleSoftのケーススタ

ディーは考えられるのか。 

 

黒川（A）：  

社内の AI 活用の強化、効率化みたいなところでいきますと、まず生成 AI を組み込んだ、コーディ

ング支援ツールのようなものを全社的に導入をしておりまして、ちょっと効果のほどが定量化とし

ては落ちていないのですが、しっかり生産性拡大には寄与していると考えております。 

それ以外にも、社内運用において AIを積極的に活用しておりまして、例えば社内における ITの問

合せに対する回答は、今 AI エージェントがチャットボットの活用として回答しているわけですが、こ

こで今まで人が回答してたところを AI に置き換える割合が大体 3 割ぐらい、今回答をしてくれて

いるというところで、そうした社内のノンコア業務、こうしたところも効率化を図りにいっていたり

もします。 

Snowflake、MuleSoft のケーススタディーというところですが、今お示しの通り、データウェア

ハウスに関しましては、当社は Databricks との協業のお話をさせていただいておりまして、

Snowflakeの方は技術的な検証は行っているものの、まだちょっとビジネス的に関わりが実はな

いというのが実態でございます。 

なので、そうしたケーススタディーというところは、今私どもには持ち合わせてないというところで

すが、とはいえSalesforceとSnowflakeはしっかり連携するサービスとして、双方で開発も行

っておりますので、そういう意味ですと MuleSoft との接続というのも、当然システム的には可能

だと理解しております。 



 

 

質問者（Q）：クラウドパートナーとの関係性強化や当社のプレゼンスの向上も含め、顧客獲得の状

況を教えていただけますでしょうか。 

 

黒川（A）：  

クラウドパートナーにおきましては、大きくSalesforce、および関連会社としてのMuleSoft、あ

とは Okta、先ほど申し上げました Databricks、それ以外にも AWS ともパートナー契約を結ば

せていただいております。 

いずれも関係は良好だと思っておりますし、当社ならではのユニークな価値提供、ポジショニングと

いうのは一定できあがっているかなとは考えておりまして、その意味では、各クラウドパートナーか

らも、しっかり商談のお引き合いというのは頂いております。 

正確に言いますと、Databricks はまだ立ち上げ最中でございますので、ここからしっかりビジネ

スにつなげていくというところでいきますと、少しフェーズは浅いとご理解いただければと思いま

す。 

各クラウドパートナーから、具体的な数字は差し控えますが、定期的に商談のお引き合いは頂けて

いるとご理解いただければと思います。 

 

 

 

 

 

 

 



 

質問者（Q）：2Q 以降、P.13 のグラフで、25 年 3 月期の平均超えてくるイメージで合っています

でしょうか。今期の会社通期予想の前提は、このイメージでよろしいでしょうか。この考え方に今回

変化はありませんか。 

 

黒川（A）少し咀嚼しながらお話しさせていただきます。 

25年3月期の平均を超えてくるイメージ、そうですね、ARPAと顧客数に関しましては、先ほど申

し上げました通り、二つの指標をもって成長していくことが結果として売上成長につながりますの

で、ここは当然に今のお示しの実績からは成長させていくということをやっていきたいと思ってお

ります。 

繰り返しですが、新規のお客様は、通期でいきますと 30 社ほどを増加させていく、ARPA に関し

ましては、具体を差し控えますが、5,000万円はいかないものの4,000万円台ぐらいを目指して

いきたいというのが考えでございます。 

なので、特に変更はございませんというのが回答です。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

質問者（Q）：黒川 CEOが考えている足元の最大のリスクは何ですか。 

 

黒川（A）：やはり今期のみならず、持続的な成長をしっかり遂げていく必要があると考えておりまし

て、その意味ですと、既存のお客様を中心にしっかり新規のお客様を拡大しながら、自分たち独自

のしっかり価値を作っていく必要があると考えています。 

そうした持続的な成長を行っていく中で一番のリスクは、やはりその組織づくりが、売上業績成長

としっかり追いついていかせること、ここが一番肝かと思っておりまして、組織づくりが、そのスピ

ード感について行けなくなるというときが一番リスクだと考えております。そこに対しては、しっか

り私のリソースも含めて、パワーを割かせていただいているというのが実態でございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

質問者（Q）：競合との競争環境について教えてください。 

 

黒川（A）：私どもは、攻めの DX というところを謳わせていただいておりまして、具体的には、DX

でもしっかり売上収益につながる DX、あるいは顧客のエンゲージメントを高める DX と、こうした

成長につながる DXを主体とした土俵で戦わせていただいております。 

その意味ですと、既存の国内大手ベンダー様はどちらかというと守り側を中心としてきておりまし

て、最近でこそ、この攻め側の領域、右側の領域に入ってきているかなと思っています。 

あとは、クラウドの専業ベンダーもいらっしゃいますが、どちらかというと守り側を中心とした領域

で、われわれとはあまり現場でも出会わないというのが実態かなと思っております。 

では、全くその競合がいないかと言いますと、今お話ししたように、大手の SI ベンダー様が徐々に

攻めの DX領域に入りだしているところです。 

さらには、ここには記載はしていませんが、大手のコンサルファーム様も同じように手掛けておりま

すので、こうした大手の SIer、コンサルファーム様との競合が最近では起きているような状況にな

ります。 

それに対して、われわれは MuleSoft であるとか Okta であるとか、豊富な経験実績をベースに

ご提案すること、さらには Salesforce を掛け合わせるといった、単一のソリューションで勝負す

るのではなくて、マルチクラウドでの開発、こうしたものをお客様の課題解決のために、しっかりこ

ちらから提案するスタイルで提供しておりまして、こうしたところの価値を認めていただいて、お客

様獲得につながっているのかなと思っております。 

 

以上 

 

  



 

本資料は情報提供のみを目的として当社が作成したものであり、当社の有価証券の買付または売

付の勧誘を目的としたものではありません。将来の見通しに関する記述は、本資料の日付時点の情

報に基づいて作成されていますが、将来に関する記述は、多様なリスクや不確実性が含まれており、

将来の結果や業績を保証するものではありません。また、当社以外に関する情報に関して、その情

報の正確性、適切性等について検証を行っておらず、その情報の正確性、適切性等について保証す

るものではありません。 

 


